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ベトナムの経済発展は著しい。GDP を見ると、成長率は、最近こそは 5％台（14 年＋5.6％）
に低下しているものの、2000 年代は 7％台と高かったため、名目 GDP は 05 年の 576 億 US$か
ら 10 年には 1,128 億 US$、14 年には 1,860 億 US$で 05 年の 3.2 倍となり、一人当たりの名
目 GNP も 05 年の 700US$から 14 年には 2.9 倍の 2,053US$にまで増加している。 
 他方、インフレも進行し、CPI 上昇率（前年同月比）は、07 年末には 10％台に達し、08 年
春には 20％を超え、秋には 30％に近づいた。近年は 5％台で落ち着いている。とは言え、消
費者物価指数は 05 年比、13 年は 230 で 2.3 倍にもなっている（以上、IMF データ）。 
 この経済成長もたらしたのは、1986 年のドイモイ（刷新）政策による市場経済の導入と積極
的な外資導入政策であった。 
GDP に占める外資系の割合は、95 年に 6.3%しかなかったものが、05 年には 15.2%に、12
年には 18.1%となった。また外資系企業数、その従業者数も大きく増加している。企業数は 05










よれば、97 年の 89 社から 2000 年には 128 社、05 年 184 社で、以降急増し、10 年には 390
社、13 年には 687 社となっている。東洋経済新報社の「海外進出企業総覧（国別編）」によれ
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ば、14 年は 679 社で、うち 04 年以前に進出していたのは 225 社で、67%が 05 年以降の進出
である*3。なお、帝国データバンクの調査によれば 2012 年１月末現在で、1,542 社に達してい
る*4 
 また、05 年からデータが得られる外務省「海外在留邦人数調査統計」（以下、外務省調査）
によれば、日系企業の拠点数は、05 年の 616 から 14 年には 1,452 となっている（表 1）。もう
一つ、ベトナムの日本商工会の会員数のデータを挙げておこう。ベトナムには三つの日本商工
会がある。北部のベトナム（ハノイ日本商工会として 1992 年発足、当初会員 26 社）、南部の
ホーチミン（1993 年末、「ホーチミン日本人友好倶楽部」として発足、1994 年ホーチミン日本
商工会に名称変更、94 年会員 69 社）、中部のダナン（2008 年発足、当初会員（35 社）である。
その合計会員数は、2000 年 4 月 327 社、05 年 441 社、10 年 867 社、12 年に 1,000 社を超え、





業でほぼ 3 分されていたが、独資本・支店の増加が著しく、14 年には全体の 3 分の 2 を占め、
特に独資企業の支店は 12 年以降急増している。日系企業の進出形態は、日本企業の駐在所・
支店という形態から、独資の現地法人（子会社）に、およびその支店等に移ってきたのである
（表 1 参照）。 
進出企業の産業別構成は、経産省調査によれば、97 年段階では 75%が製造業であったが、
その後徐々に非製造業の進出が増加し、13 年には 4 割近く（37.7%）を占めるに至っている。
 
表 1 在ベトナム日経企業拠点数の推移 
 
2005 2014
日本企業支店 11 23 21 22 26 23 32 27 28 27 1.8 1.9
日本企業支店以外 201 235 238 274 271 240 253 203 214 228 32.6 15.7
日系独資本店 201 274 349 393 357 395 442 460 542 626 32.6 43.1
独資本店以外 74 61 55 62 59 77 86 280 259 277 12.0 19.1
日系合弁企業 129 114 131 151 176 182 200 189 214 239 20.9 16.5
日本人起業 ・・・ 22 26 48 41 64 68 52 52 52 ・・・ 3.6
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なお、先のデータバンクの調査によれば、進出企業数 1,542 社のうち製造業が 47%、卸小売業
が 21%、サービス業が 15%で、製造業と卸売業の割合が高く、サービス業、小売業の割合が低
い。 
従業員規模別構成では、10~99 人、100~999 人規模がそれぞれ 35%を占めている。日本の分




日系企業の常時従業員数は、経産省調査によれば、97 年 13,200 人でしかなかったものが、
2000 年 36,444 人、05 年には 10 万人超（102,637 人）、10 年に 20 万人超（226,303 人）、13











表 2 在ベトナム日系企業の産業別・規模別構成 
 
業種 社数 構成比 日本 従業員規模 社数 構成比 日本
建設業 63 4.1 17.8 10人未満 189 12.3 75.4
製造業 725 47.0 16.1 10～99人 540 35.0 22.1
卸売業 319 20.7 10.5 100～999人 541 35.1 2.3
小売業 27 1.8 15.0 1000人以上 272 17.6 0.2
運輸・通信業 76 4.9 5.9 計 1542 100.0 100.0
サービス業 236 15.3 22.5
不動産業 14 1.0 1.0
その他 81 5.3 11.2
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２ 富士通ベトナムとブラザーサイゴン 
 
今回訪問した 5 社のうち 2 社、Fujitsu Computer Products of Vietnam, INC と Brother 
Industries Saigon LTD について、聞き取りおよび提供資料、その他資料によって、その人事
管理を中心に整理しておこう。 
 
2-1 Fujitsu Computer Products of Vietnam, INC.（以下、富士通Ｖ） 
富士通Ｖは、ベトナムホーチミン市近郊ドンナイ省のビエンホア工業団地（ベトナム国際空
港、ホーチミン市から車で約 1 時間）に 1995 年に設立された富士通㈱100%出資の生産子会社
で、ベトナムに進出した日系大手製造業の草分け的存在である。主な製品は、プリント基板設















工場は週 6 日（日曜日休み）、3 交代 24H 操業である（女性も 3 交代で入っている）。 
なお、営業及び先行技術開発は富士通インターコネクトテクノロジー㈱（本社：長野市）が
担当している。 
 従業員数・構成は、我々がかつて訪れた 1997 年時は 1,294 人（男 413・女 881、日本人駐
在員 11 人、現地従業員 1,283 人<管理職 3、エンジニア、専門職 104、オペレーター1,176）で
あった*7。その後、PCBA 工場の設置・操業もあって、増員を続け（98 年 2,492 人）、2000 年
には 2,900 人となった。しかし、以降、必ずしも順調ではなく、500 人の退職推奨（解雇 01
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年 10 月）やストライキ（06 年）も起きている*8。 
 2014 年時点の従業員構成は、日本人の役員（社長と副社長）の 2 人を除いて、日本人日本
人駐在員 11 人（管理職）、ベトナム人従業員 2,283 人（男 970、女 1,313、管理職 22、係長級
35、エンジニア、スタッフ 322、オペレーター1,904）である*9。 
97 年時と比較すると、出向日本人の人数は変わらないが、1,000 人ほど従業員が増加してい
る（ただし、最大時の 2000 年に比べると 600 人ほど減少している）。増加数が最も多かったの
は 500 人以上増えたオペレーターであるが、増加率からみると、管理職（3→22 人）、エンジ
ニア、スタッフ<含む係長>（104→322 人）の増加が著しい。 
組織構成は、事業管理部（147 人、うち駐在員 3 人）、PCBA 部（303 人、うち駐在員 1 人）、
















技能習得訓練は、設立当初、操業開始前に 24 人のエンジニアと 22 人のオペレーターを 15
週間日本に派遣し訓練を受けさせている*11。その後も日本での実習は続けられている。技術者
は、日本での実習に 1 年、ベトナムでの「On the job training」に１年かかり、ようやくにし
て、日本人の総合的な設計業務遂行スキルの 6 割程度まで教育できるという*12。スタッフの海
外研修を実施している。近間のタイ、マレーシアの工場をはじめ、日本、アメリカにも出して
いる。長い人では 2 年間日本に出したこともある。海外研修受講者の定着率は良い*13 という。 
ただ、日本本社と一体となった幹部教育・グローバル人材教育は行っていない。 




2-2 Brother Industries (Saigon) LTD（以下、ブラザーＳ） 
ブラザーＳは、ブラザー工業㈱が、ホーチミン市の北東約 30Km にあるドンナイ省ビエンホ
ア市アマタ工業団地内に、家庭用ミシンの生産会社として 2011 年 4 月に設立したものである。







13 年 8 月に生産台数を 8 万台/月に増強、従業員を 1,000 人に増やし、中国・珠海工場で生
産していた日本国内輸出用の低価格ミシンの生産を一部移管した。 
 15 年 2 月末現在の従業員数は、日本人の社長、副社長を除き、1,630 人（うち日本人出向者
6 人）で、その構成は、管理職 18 人（日本人 6）、スタッフ 141 人、班長・副班長 54 人、ワー






 会社組織は、日本人出向者役員 2 人（会長・社長）の下に、財務企画部、人事総務部、経理・
生産事業部、製造部、経理・納品部、品質管理部の 5 部 18 課がある。 
ローカルの管理職は、部長・副部長 7 ポスト中副部長 2 名、課長級 19 ポスト名中兼任者（多




 勤務は 9 時間拘束の 8 時間労働で、休日は隔週土曜日と法定休日（10 日）である。 
 ワーカーの離職率は月に 2〜3%であるが、テト後は 1 割前後に上昇する。 






















































表 3-1 雇用・労働面での問題点(M.A) 
 

















































45.7 19.3 29.5 58.7 22.7 17.2











試用契約 2 か月、その後 1 年期間付雇用、その後 1 年期間付雇用、その後期限無し
雇用契約。 
□賞与：1 ヶ月あり 
□勤務地：Nhon Track District, Dong Nai Province, Vietnam 

















労働法では、1 回の試用契約と 2 回までの有期雇用契約が可能で、その後は無期雇用契約に




の業務は 30 日以内、その他業務に就く者は 6 営業日以内となっている。2 回の有期契約の期間
はともに最長 3 年である。なお、試用期間中の賃金は、同種の業務の給与の 85%程度でなけれ
ばならない。 
つまり、雇用主側は無期契約にするまでに最大 3 回、最長 6 年数か月間、被雇用者の能力判
断で契約終了にするチャンスがある。 
もちろんこれは上限規定で、期間の短縮、有期契約回数の減数もできる。有期契約 1 回で無
期雇用にする/なることも可能である。本事例のように、2 回の有期契約の期間がそれぞれ 1 年
間と明記されているは意味がある。つまり無期雇用になるまでに 2 年半で済むのである。これ
は労働者にとって有利な条件なのである。 










年 9.2%、2010 年 22.4%、2013 年 24.6%）による大卒人材の不足にその要因がある。つまり、
高級人材が絶対数が需要に比べて不足しているのである。あるデータによると、2013 年時点で
の労働者の教育水準別構成は、専門・技術なし 82.1%、職業訓練学校 5.3%、専門中学（高校）




14 年調査でも 3 割弱あった。また現地化推進時の問題点として幹部人材の離職率を挙げる企業
が 2 割程度あった。 
転職率は、企業形態で異なっている。やや古いが、米人材会社マーサー・ヒューマン・リソー





も高く、離職者率 10%未満企業は 35%で、10%〜19%が 25%、20%以上が 40%に達し、50%
以上が 14%もある。国営・公営企業は、10%未満が 59%（うち 0%が 15%））で、10〜19%が






り（22－25 歳 1.04 回、26－30 歳 1.90 回、31－35 歳 2.82 回、36－40 歳 3.00 回、41－45 歳
（N=5）で 5.40 回）また、高学歴になればなるほど、転職回数が増える傾向がみられる（大学
院卒 2.39 回、大学卒 2.01 回、短大卒 1.64 回、専門学校卒 1.56 回）。職種別では、平均転職回
数が多いのは 1 位から順に、金融業務（3.67 回）、オペレーター（3.33 回）、会計・経理（2.75
回）、少ないのは 1 位から順に、製造（0.80 回）、品質管理・品質保証・ISO（1.33 回）、デザ
イン・編集（1.50 回）である。職位別に見ると、役員職の平均転職回数は 3.00 回、課長職は








たりの転職動機は 2.35 個あったけ*24）。また、年齢によっても異なる。やや古いが 2010 年調
査では、30 歳未満では、1 位－他社と比べて不公正な給与水準、2－位社内の給与水準が不公
正、3 位－キャリア開発の機会が限られているで、30、40 歳代は、1 位－成長の機会が限られ
ている、2 位－他社に比べて不公正な給与水準、3 位－評価管理が非効率、51 歳以上は 1 位－成
長の機会が限られている、2 位－正当な評価を受けない、３位－評価管理が非効率であった*25。
若い層は給与、中年層は成長のチャンスと評価管理への不満が主になっている。なお、アイコッ
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クの調査では、圧倒的に能力活用とスキル・キャリアアップであった（回答者 100 人中、自分
の能力や適正をより活かしたい 79 人）、スキルアップ・キャリアアップしたい 68 人で、給与











ベトナム政府は、2000 年以降 6 年間、法定最低賃金（月額基本給）の引き上げを行わず、
外資導入を図ってきたが、06 年 1 月に 45%引き上げ（62.5→87 万ドン）、その後も 08 年、11
年（1 月と 10 月の 2 回）、13 年以降は毎年引き上げ、15 年 1 月のそれは 310 万ドンで 00 年
の 5 倍弱、11 年の 2 倍となっている（ハノイ、ホーチミン地域）*28 
この最低賃金の上昇が賃金アップにつながり、日系企業が経営上の問題点として「従業員の




の賃金の推移である。2015 年の日系企業の賃金水準は 10 年に比べ、基本給額では 1.14 倍か
ら 1.64 倍、企業の年間負担額は 1.20 倍から 1.63 倍に増加している。特に作業員の増加は著し
 
表 4 ベトナム人の初任給・職層別賃金の推移 
 
単位:US$
年次 2010 2011 2012 2013 2014
大卒初任給 205 250 288 284 300
BC雇入れ時の給与 92 119 140 150 171
管理職 697 813 1000 1,100 1,283
WC非管理職 308 350 435 431 460
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い。 
 また、職種・地位による格差は、やや縮小してきたとはいえ、著しい。製造業の作業員に比
べマネージャーは 4.6 倍、月収で 634 米ドルの差、非製造業のスタッフに比べマネージャーの




2010 年に 205 米ドルであったものが、14 年には 300 米ドルと 50%近くアップしている。また
ブルーカラーの雇入れ時の給与は 92 年の 92 米ドルから 14 年には 171 米ドルと 8 割以上上昇
している。しかし、同じ職種であっても、経験、資格、語学能力等によって差が出るようであ




・大卒初任給：月給 300USD～ ※日本語堪能、英語堪能：400USD～ 
・中途採用：日本語能力ビジネスレベルで社会人経験 2 年以上：600USD～ 
例 1）総務・秘書：（日本語検定 N1、日本留学経験、日系勤務 5 年、30 歳）800USD～ 
表 5 日系企業の賃金水準の推移 
 







作業員 101 107 123 145 162 176 1.64 403 0.44
エンジニア 287 268 290 315 344 372 1.39 673 0.55
マネージャー 736 636 704 719 782 810 1.27 1,234 0.66
スタッフ 344 371 344 425 448 451 1.22 665 0.68
マネージャー 848 968 989 1,110 1,073 1,103 1.14 1,991 0.55
作業員 1,903 1,834 2,196 2,602 3,000 2,989 1.63 8,204 0.36
エンジニア 4,520 4,849 4,793 5,441 5,749 5,800 1.20 13,045 0.44
マネージャー 11,500 10,184 11,526 12,245 13,326 13,499 1.33 22,921 0.59
スタッフ 5,584 5,678 5,199 6,755 7,619 7,848 1.38 15,441 0.51
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例 2）生産管理マネージャー（英語ビジネス、日本語日常会話、ISO 知識、経験 7 年、32
歳）1,500USD～ 
やはり、日本語、英語がそれなりに出来れば、賃金も高くなるようである。 














 賃金水準を中国と比較すると、基本給で 5 割前後でしかなく（製造業のマネージャーは 7 割
近く）、ボーナスでは 0.3 か月程度少なく、企業の年間実負担額（従業員一人当たり）は作業員





働法は 12 年に改定され（13 年施行）、より労働者保護の側面が強化された。以下で、処遇にか
かわる点についていくつか見ておこう。 
・労働時間・休日・残業規制・割増賃金 
労働時間－1 日 8 時間、週 48 時間（日本は 40 時間） 
残業時間－1 日通常勤務時間の 50%（4 時間）、月 30 時間、年 200 時間以内 
休日  －週 1 日以上プラス祝日（年間 10 日、うちテト休暇 5 日） 
有給休暇－勤続 1 年以上 12 日、勤続年数 5 年毎に 1 日プラス 
慶弔関係（結婚－本人 3 日、子 1 日、死亡（父母・配偶者・子）3 日 
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産休（女性）－出産前後 6 か月 
深夜・時間外労働割増率（基本給 100） 
 深夜労働（20 時〜翌日 6 時）130% 
通常勤務日 150%、休日 200%、祝日・有給休日日 300% 







強制保険の料率は、社会保険－企業 18%、労働者 8%、健康保険－同 3%と 1.5%、失業保険
－双方 1%である。つまり、強制保険の負担料率は、基本給の、企業は 22%、労働者は 10.5%
となる。強制保険であるにもかかわらず、拠出企業の割合は、2011 年で、国有企業 97.1%、非
国有 29.1%、外資系 87.9%で、平均では、非国有企業の数が圧倒的に多いため、31.3%でしか
ない。ただし、非国有企業 10 年には 72.0%であり、11 年は経済停滞による経営難があったた
めと思われる*33。「ベトナムのローカル企業では、9 割近くが手当・・・という話も聞きますが、
























13 年 40.0%、14 年 49.0%）。また、現地化を進めるうえで現地人材の「能力・意識」が問題と
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トナム人の「質」の高さを意味している。しかし、同時に、技術水準が低いという意見も見ら








の 7 つの能力をそれぞれ 4 点満点で、評価したものである。 
それによると（表 6）、平均で 3 点（それなりの能力が認められる）以上は、規律性（3.1）








ＩＴ系（エンジニア）は、全体的に評価が低く「創造力」は 2.2 でしかない。 
全体として評価は厳しく、これが、「質・能力に問題」いう判断につながっているのであろう。
 








計 2.9 2.9 2.7 2.4 2.8 2.9 3.1
管理職 3.2 3.2 2.9 2.6 3.1 3.1 3.3
スタッフ職 2.8 2.7 2.6 2.3 2.7 2.8 3.0
技術職 2.9 2.9 2.8 2.4 2.8 2.9 3.1
会計・経理 3.1 2.9 2.8 2.5 2.7 2.9 3.1
ＩＴ 2.7 2.8 2.6 2.2 2.8 2.8 3.1
総務・人事・事務 2.9 2.7 2.6 2.3 2.8 2.9 3.1
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もちろん、「非常に高い能力がある」（４点）と評価される者も、項目によってばらつきはある










































1995 年に進出し、職業訓練所などで募集し、200 人の応募者に 2Ｄ図から 3Ｄ図
（立体）に描くテストを行い、合格した 40 人を採用した。そして技術学校を開設







 新規案件の場合は、本社かメーカーから技術者を 2〜3 か月間派遣してもらう。
優秀なワーカーを海外産業人材育成協会の制度を利用して日本国内で研修をさせ
ている。12 年は 3 人 3 年間の期間で派遣の予定。 
⑤ プラスチック OA 機器メーカーＦ社 
 日本の金型会社からベトナムに来てもらい（出向）技術者に研修してもらう。日







遣。新製品の製造移管に合わせて、技術者は 1～2 年程度、生産は 3 ヵ月、品質は 6 ヵ月な
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